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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第７期

中間連結会計期間
第８期

 中間連結会計期間
第７期

会計期間
自 2024年10月１日
至 2025年３月31日

自 2025年10月１日
至 2026年３月31日

自 2024年10月１日
至 2025年９月30日

売上収益 (千円) 7,658,882 10,296,511 16,602,585

税引前中間(当期)利益 (千円) 2,389,099 2,996,195 4,773,136

親会社の所有者に帰属する
中間(当期)利益

(千円) 1,490,157 1,905,469 2,747,339

親会社の所有者に帰属する
中間(当期)包括利益

(千円) 1,489,772 1,919,243 2,749,896

親会社の所有者に帰属する持分 (千円) 10,467,082 6,764,922 5,104,573

総資産額 (千円) 13,662,866 16,552,533 8,123,119

基本的１株当たり
中間(当期)利益

(円) 25.47 35.25 47.97

希薄化後１株当たり
中間(当期)利益

(円) 24.67 34.50 46.60

親会社所有者帰属持分比率 (％) 76.6 40.9 62.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,104,050 3,399,888 1,302,778

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △125,180 △5,436,459 △351,204

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △119,901 5,621,372 △7,009,095

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 11,033,257 7,712,697 4,118,742
 

(注) １．当社は要約中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．上記指標は、国際会計基準(以下「IFRS会計基準」という。)により作成した要約中間連結財務諸表及び連結

財務諸表に基づいております。

 

２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループにおいて営まれている事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。

なお、事業の開示区分につきましては、当社グループは従来、事業内容に基づき「Ｍ＆Ａ仲介事業」及び「コンサ

ルティング事業」の２つを報告セグメントとし、報告セグメントに含まれない事業セグメントである資産運用コンサ

ルティング事業、オペレーティング・リース事業を「その他」の区分に表示しておりましたが、当該オペレーティン

グ・リース事業が事業規模の拡大に伴い経営上の重要性が増したことから、当中間連結会計期間より新たに「オペ

レーティング・リース事業」を独立した報告セグメントとして区分する方法に変更しております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」からの重要な変更は

ありません。　

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 
(1) 業績の状況

当中間連結会計期間における我が国経済は、継続的な賃上げによる所得環境の改善や個人消費の持ち直しを背景

に、緩やかな回復基調で推移いたしました。一方で、日本銀行の金融政策変更に伴う「金利のある世界」への本格

的な移行、依然として予断を許さない地政学的リスクや米国の通商政策による不確実性など、先行きについては慎

重な見極めを要する状況が続いております。

当社グループの主要な事業ドメインである日本国内の中小企業によるＭ＆Ａ市場は、経営者の高齢化及び後継者

不在問題が構造的な課題として継続するなか、行政による事業承継支援策の後押しもあり、有効な経営手段の一つ

として広く定着し、需要は堅調に推移しております。当社グループは１社でも多くの企業の事業承継を支援すべ

く、ＡＩマッチングアルゴリズムの高度化や業務のＤⅩ推進を通じ、効率的なＭ＆Ａの実現に取り組んでおりま

す。あわせて、シンガポール現地法人を拠点とした海外案件の獲得体制の強化にも継続して取り組んでおります。

また、2023年３月にホールディングス体制に移行し、Ｍ＆Ａ仲介事業以外にも業容を拡大させております。2023

年10月に設立したコンサルティング事業を担う株式会社クオンツ・コンサルティングに加え、2025年１月にはオペ

レーティング・リース事業を推進する株式会社総研リースを設立し、新たな事業ドメインの確立によるポートフォ

リオの拡充を図っております。既存事業で生み出した安定的なキャッシュ・フローを原資に新規事業への投資を行

うことで、中長期的な収益の柱を育成し、そこから生み出される利益が次なる成長投資を可能にする、グループ全

体での持続的な成長サイクルの実現を目指しております。

このような事業環境下において、当社グループは着実にＭ＆Ａ仲介案件を進捗させ、成約件数は110件と堅調に推

移しました。また、コンサルティング事業においてはコンサルタント数が199名まで増加しており、体制拡充に伴う

事業規模の拡大が進んでおります。

この結果、当中間連結会計期間における売上収益は10,296,511千円（前年同期比34.4％増）、営業利益は

3,023,294千円（前年同期比26.6％増）、親会社の所有者に帰属する中間利益は1,905,469千円（前年同期比27.9％

増）となりました。

 
セグメント別の業績を示すと、次のとおりであります。

なお、オペレーティング・リース事業の重要性が増したため、当中間連結会計期間より、「Ｍ＆Ａ仲介事業」、

「コンサルティング事業」、「オペレーティング・リース事業」の３つを報告セグメントとしております。

これに伴い、前中間連結会計期間のセグメント情報については、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成し

た組替後の数値を記載しております。

 
（Ｍ＆Ａ仲介）

当中間連結会計期間は、着実にＭ＆Ａ仲介案件を進捗させ、成約件数110件と堅調に推移しております。

この結果、売上収益は8,523,736千円（前年同期比20.1％増）、セグメント利益は3,348,702千円（前年同期比

29.0％増）となりました。

 
（コンサルティング）

コンサルティング事業におきましては、旺盛なクライアント需要を背景に売上収益は順調に推移いたしました。

一方で、今後の更なる事業拡大を見据え、優秀なコンサルタント人材の獲得に向けた採用活動を積極的に推進し

ており、コンサルタント数が199名まで増加しております。この結果、売上収益は1,658,033千円（前年同期比

194.2％増）、セグメント損失は247,773千円（前年同期は120,062千円のセグメント損失）となりました。

 
（オペレーティング・リース）

オペレーティング・リース事業におきましては、航空機のリース事業の開始に伴いリース収益が発生いたしまし
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た。

この結果、売上収益は114,741千円（前年同期は売上収益なし）、セグメント損失は51,139千円（前年同期は

22,932千円のセグメント損失）となりました。

 
（その他）

その他につきましては、資産運用コンサルティング事業であり、売上収益は当中間連結会計期間及び前年同期と

もに売上収益なし、セグメント損失は12,697千円（前年同期は32,618千円のセグメント損失）となりました。

 
(2) 財政状況の分析

資産、負債及び資本の状況

（資産の部）

資産合計は、前連結会計年度末と比較して8,429,414千円増加し、16,552,533千円となりました。これは主に、有

形固定資産が5,201,267千円増加、現金及び現金同等物が3,593,955千円増加したことによるものであります。

 
（負債の部）

負債合計は、前連結会計年度末と比較して6,769,064千円増加し、9,787,611千円となりました。これは主に、借

入金が6,124,494千円増加したことによるものであります。

 
（資本の部）

資本合計は、前連結会計年度末と比較して1,660,349千円増加し、6,764,922千円となりました。これは主に、利

益剰余金が配当の支払により270,253千円減少したものの、親会社の所有者に帰属する中間利益1,905,469千円を計

上したことにより増加したものであります。

 
(3) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)の残高は、7,712,697千円となり、前

連結会計年度末と比べ3,593,955千円の増加となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は下記のとおりであります。

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、3,399,888千円（前年同期は1,104,050千円の資金獲得）となりました。これは

主に、税引前中間利益2,996,195千円、減価償却費360,114千円、預け金の減少が787,271千円あったものの、商品出

資金の増加が973,869千円あったことによるものであります。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、5,436,459千円（前年同期は125,180千円の資金使用）となりました。これは主

に、有形固定資産の取得による支出が5,333,333千円あったことによるものであります。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は、5,621,372千円（前年同期は119,901千円の資金使用）となりました。これは主

に、長期借入れによる収入が3,987,800千円、短期借入金の純増加額が2,473,869千円あったものの、長期借入金の

返済による支出が338,190千円、配当金の支払額が264,025千円あったことによるものであります。

 
(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが事業上及び財務上対処すべき課題について重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

 
(5) 研究開発活動

当中間連結会計期間の研究開発費の総額は28,224千円であります。なお、当中間連結会計期間において、当社グ

ループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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３ 【重要な契約等】

当社は、グループ内のキャッシュアロケーションを適正化することを目的として、金融機関と財務上の特約が付さ

れた金銭消費貸借契約を締結いたしました。

 
（1）財務上の特約が付された金銭消費貸借契約の内容

①契約締結日 2025年12月25日

②相手方の属性 複数金融機関

③債務の元本 40億円

④弁済期限 2028年12月29日

⑤担保の内容 該当事項はありません
 

 
（2）財務上の特約の内容

①2026年９月期末日及びそれ以降の各事業年度末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額

を、2025年９月期末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当する金額、又は

直近の事業年度末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当する金額のうち、

いずれか高いほうの金額以上に維持すること。

②2026年９月期末日及びそれ以降の各事業年度末日における連結損益計算書に記載される経常損益を２回連続して

損失としないこと。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

　　普通株式 70,000,000

計 70,000,000
 

 
② 【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年５月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 54,101,335 54,101,335
東京証券取引所
プライム市場

完全議決権株式であり権利内容
に何ら限定のない当社における
標準となる株式であります。
なお、単元株式数は100株であり
ます。

計 54,101,335 54,101,335 － －
 

（注）提出日現在の発行数には、2026年５月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された

株式数は含まれておりません。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2026年３月31日 － 54,101,335 － 50,000 － 693,066
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(5) 【大株主の状況】

2026年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

佐上　峻作 東京都港区 31,328 57.95

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８番１号　赤坂イン
ターシティAIR

1,965 3.64

UBS AG LONDON A/C IPB SEGREGATED
CLIENT ACCOUNT
(常任代理人 シティバンク、エヌ・
エイ東京支店)

BAHNHOFSTRASSE 45, 8001 ZURICH,
SWITZERLAND
(東京都新宿区新宿6丁目27番30号)

1,560 2.89

BROWN BROTHERS HARRIMAN
(LUXEMBOURG) SCA CUSTODIAN FOR
ARCUS FUND SICAV - ARCUS JAPAN
FUND
(常任代理人 株式会社三菱UFJ銀行)

10,RUE DU CHATEAU D'EAU LEUDELANGE LUXE
MBOURGL-3364
(東京都千代田区丸の内1丁目4番5号)

1,364 2.52

INTERACTIVE BROKERS LLC
(常任代理人 インタラクティブ・ブ
ローカーズ証券株式会社)

 ONE PICKWICK PLAZA GREENWICH.
CONNECTICUT 06830 USA
 (東京都千代田区霞が関3丁目2番5号)

1,004 1.86

塚本　勲 東京都文京区 792 1.47

株式会社SBI証券 東京都港区六本木1丁目6番1号 659 1.22

STATE STREET BANK AND TRUST
COMPANY 505019
(常任代理人 株式会社みずほ銀行)

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O.BOX 518
IFSC DUBLIN, IRELAND
 (東京都港区港南2丁目15番1号)

623 1.15

GOVERNMENT OF NORWAY - CFD
(常任代理人 シティバンク、エヌ・
エイ東京支店)

BANKPLASSEN 2, 0107 OSLO 1 OSLO 0107 NO
(東京都新宿区新宿6丁目27番30号)

541 1.00

BNYM SA/NV FOR BNYM FOR BNYM GCM
CLIENT ACCTS M ILM FE
(常任代理人 株式会社三菱UFJ銀行)

2 KING EDWARD STREET LONDON EC1A 1HQ
UNITED KINGDOM
 (東京都千代田区丸の内1丁目4番5号)

503 0.93

計 － 40,343 74.62
 

（注）１．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）　1,965千株

２．上記のほか当社所有の自己株式39千株があります。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2026年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 39,500
 

－ －

完全議決権株式(その他)
普通株式  

540,111

完全議決権株式であり、株主としての権利内
容に何ら限定のない当社における標準となる
株式であります。
なお、単元株式数は100株となっておりま
す。

54,011,100

単元未満株式 普通株式 50,735
 

－ －

発行済株式総数 54,101,335 － －

総株主の議決権 － 540,111 －
 

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式25株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

2026年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所
有株式数
(株)

他人名義所
有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総
数に対する
所有株式数の
割合(％)

（自己保有株式）
株式会社クオンツ総研
ホールディングス

東京都千代田区丸の内一丁目８番１

号　丸の内トラストタワーＮ館18階
39,500 － 39,500 0.07

計 － 39,500 － 39,500 0.07
 

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社クオンツ総研ホールディングス(E37733)

半期報告書

 8/33



第４ 【経理の状況】

 

１  要約中間連結財務諸表の作成方法について

当社の要約中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1976年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。)第312条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」(以下「IAS第

34号」という。)に準拠して作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第５編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 
２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2025年10月１日から2026年３月31

日まで)に係る要約中間連結財務諸表について、PwC Japan有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【要約中間連結財務諸表】

(1) 【要約中間連結財政状態計算書】

(単位：千円)

 注記
前連結会計年度
(2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(2026年３月31日)

資産    

流動資産    

現金及び現金同等物  4,118,742 7,712,697

営業債権及びその他の債権 12 973,818 620,661

未収法人所得税  － 2,890

その他の金融資産 12 921,643 1,109,541

その他の流動資産  244,207 252,851

流動資産合計  6,258,412 9,698,643

    

非流動資産    

有形固定資産 ７ 187,859 5,389,127

使用権資産  765,439 482,974

無形資産  － 295

その他の金融資産 12 709,369 808,850

繰延税金資産  202,038 172,384

その他の非流動資産  － 258

非流動資産合計  1,864,707 6,853,890

資産合計  8,123,119 16,552,533
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(単位：千円)

 注記
前連結会計年度
(2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(2026年３月31日)

負債及び資本    

負債    

流動負債    

営業債務及びその他の債務 12 426,407 458,573

借入金 12 9,180 3,817,449

リース負債 12 481,926 310,332

未払法人所得税  603,728 1,065,180

未払消費税  66,506 303,625

その他の流動負債  1,085,735 1,287,905

流動負債合計  2,673,485 7,243,066

    

非流動負債    

借入金 12 5,355 2,321,580

リース負債 12 221,298 125,184

引当金  118,069 97,779

繰延税金負債  337 －

非流動負債合計  345,061 2,544,544

負債合計  3,018,546 9,787,611

資本    

資本金  50,000 50,000

資本剰余金  1,158,818 1,153,695

利益剰余金  3,968,448 5,603,664

自己株式  △75,250 △58,767

その他の資本の構成要素  2,556 16,331

親会社の所有者に帰属する持分合計  5,104,573 6,764,922

資本合計  5,104,573 6,764,922

負債及び資本合計  8,123,119 16,552,533
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(2) 【要約中間連結損益計算書及び要約中間連結包括利益計算書】

【要約中間連結損益計算書】

(単位：千円)

 注記
前中間連結会計期間
(自　2024年10月１日
至　2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　2025年10月１日
至　2026年３月31日)

売上収益 ９ 7,658,882 10,296,511

売上原価  2,911,765 4,266,779

売上総利益  4,747,117 6,029,732

販売費及び一般管理費  2,363,626 3,001,501

その他の収益  6,568 15,893

その他の費用  2,518 20,829

営業利益  2,387,540 3,023,294

金融収益  6,588 5,508

金融費用  5,029 32,607

税引前中間利益  2,389,099 2,996,195

法人所得税費用  898,941 1,090,726

中間利益  1,490,157 1,905,469

    

中間利益の帰属    

親会社の所有者  1,490,157 1,905,469

中間利益  1,490,157 1,905,469

    

１株当たり中間利益 11   

基本的１株当たり中間利益(円)  25.47 35.25

希薄化後１株当たり中間利益(円)  24.67 34.50
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【要約中間連結包括利益計算書】

(単位：千円)

  
前中間連結会計期間
(自　2024年10月１日
至　2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　2025年10月１日
至　2026年３月31日)

中間利益  1,490,157 1,905,469

その他の包括利益    

純損益に振り替えられることのない項目    

その他の包括利益を通じて公正価値で測定
する金融資産の変動

 － 8,228

項目合計  － 8,228

純損益にその後に振り替えられる可能性の
ある項目

   

在外営業活動体の換算差額  △385 5,545

項目合計  △385 5,545

その他の包括利益合計  △385 13,774

中間包括利益  1,489,772 1,919,243

    

中間包括利益の帰属    

親会社の所有者  1,489,772 1,919,243

中間包括利益  1,489,772 1,919,243
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(3) 【要約中間連結持分変動計算書】

前中間連結会計期間(自　2024年10月１日　至　2025年３月31日)

(単位：千円)

  親会社の所有者に帰属する持分

      

  注記 資本金
資本

剰余金

利益

剰余金

自己

株式

2024年10月１日  80,569 1,688,240 9,645,641 △2,500,967

中間利益  － － 1,490,157 －

その他の包括

利益
 － － － －

中間包括利益  － － 1,490,157 －

剰余金の配当 ８ － － － －

自己株式の取得  － － － △43

自己株式の処分（新株

予約権の行使）
 － △414,849 △1 429,632

減資  △30,569 30,569 － －

株式報酬  － 49,090 － －

所有者との

取引額等合計
 △30,569 △335,190 △1 429,588

 

2025年３月31日  50,000 1,353,049 11,135,798 △2,071,379
 

 

 

  親会社の所有者に帰属する持分

  その他の資本の構成要素   

  注記

その他の包括利益を

通じて測定する金融

資産の公正価値の純

変動

在外営業

活動体の

換算差額

合計 合計
資本

合計

2024年10月１日  － － － 8,913,483 8,913,483

中間利益  － － － 1,490,157 1,490,157

その他の包括

利益
 － △385 △385 △385 △385

中間包括利益  － △385 △385 1,489,772 1,489,772

剰余金の配当 ８ － － － － －

自己株式の取得  － － － △43 △43

自己株式の処分（新株

予約権の行使）
 － － － 14,780 14,780

減資  － － － － －

株式報酬  － － － 49,090 49,090

所有者との

取引額等合計
 － － － 63,827 63,827

 

2025年３月31日  － △385 △385 10,467,082 10,467,082
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当中間連結会計期間(自　2025年10月１日　至　2026年３月31日)

(単位：千円)

  親会社の所有者に帰属する持分

      

  注記 資本金
資本

剰余金

利益

剰余金

自己

株式

2025年10月１日  50,000 1,158,818 3,968,448 △75,250

中間利益  － － 1,905,469 －

その他の包括

利益
 － － － －

中間包括利益  － － 1,905,469 －

剰余金の配当 ８ － － △270,253 －

自己株式の取得  － － － △44

自己株式の処分（新株

予約権の行使）
 － △5,580 － 16,526

減資  － － － －

株式報酬  － 457 － －

所有者との

取引額等合計
 － △5,122 △270,253 16,482

2026年３月31日  50,000 1,153,695 5,603,664 △58,767
 

 

 

  親会社の所有者に帰属する持分

  その他の資本の構成要素   

  注記

その他の包括利益を

通じて測定する金融

資産の公正価値の純

変動

在外営業

活動体の

換算差額

合計 合計
資本

合計

2025年10月１日  － 2,556 2,556 5,104,573 5,104,573

中間利益  － － － 1,905,469 1,905,469

その他の包括

利益
 8,228 5,545 13,774 13,774 13,774

中間包括利益  8,228 5,545 13,774 1,919,243 1,919,243

剰余金の配当 ８ － － － △270,253 △270,253

自己株式の取得  － － － △44 △44

自己株式の処分（新株

予約権の行使）
 － － － 10,945 10,945

減資  － － － － －

株式報酬  － － － 457 457

所有者との

取引額等合計
 － － － △258,894 △258,894

2026年３月31日  8,228 8,102 16,331 6,764,922 6,764,922
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(4) 【要約中間連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)

  注記
前中間連結会計期間
(自　2024年10月１日
至　2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　2025年10月１日
至　2026年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前中間利益  2,389,099 2,996,195

減価償却費  228,523 360,114

受取利息  △6,588 △5,508

支払利息  5,029 32,607

預け金の増減額（△は増加）  － 787,271

営業債権及びその他の債権の増減額（△
は増加）

 △198,401 338,581

営業債務及びその他の債務の増減額（△
は減少）

 190,250 37,990

未払消費税の増減額（△は減少）  △516,568 237,118

商品出資金の増減額（△は増加）  － △973,869

その他  196,459 220,974

小計  2,287,803 4,031,475

利息の受取額  5,067 5,371

利息の支払額  △4,896 △25,027

法人所得税の支払額又は還付額（△は支
払）

 △1,183,924 △611,930

営業活動によるキャッシュ・フロー  1,104,050 3,399,888

    

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 ７ △16,112 △5,333,333

無形固定資産の取得による支出  － △300

敷金及び保証金の差入による支出  △325,321 △308

敷金及び保証金の回収による収入  237,889 9,905

投資有価証券の取得による支出  － △98,616

関連会社株式の取得による支出  － △2,000

その他  △21,636 △11,805

投資活動によるキャッシュ・フロー  △125,180 △5,436,459

    

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少）  － 2,473,869

長期借入れによる収入  － 3,987,800

長期借入金の返済による支出  △20,970 △338,190

配当金の支払額 ８ － △264,025

リース負債の返済による支出  △113,670 △239,382

自己株式の取得による支出  △43 △44

新株予約権の行使による収入  14,782 1,344

財務活動によるキャッシュ・フロー  △119,901 5,621,372

現金及び現金同等物に係る換算差額  △385 9,153

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  858,583 3,593,955

現金及び現金同等物の期首残高  10,174,674 4,118,742

現金及び現金同等物の中間期末残高  11,033,257 7,712,697
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【要約中間連結財務諸表注記】

１．報告企業

株式会社クオンツ総研ホールディングス(以下「当社」という。)は日本に所在する株式会社です。登記上の本社の

住所は東京都千代田区です。なお、当社は、2026年１月１日付で旧名称「株式会社Ｍ＆Ａ総研ホールディングス」か

ら現在の名称に変更いたしました。これにより、直前の報告期間の末日と比較して、報告企業の名称が変更されてお

ります。2026年３月31日に終了する要約中間連結財務諸表は、当社及びその子会社(以下「当社グループ」という。)

から構成されております。当社グループは報告セグメントであるＭ＆Ａ仲介事業、コンサルティング事業、オペレー

ティング・リース事業を主な事業としております。詳細については、「６．セグメント情報」をご参照ください。

 
２．作成の基礎

(1) IFRS会計基準に準拠している旨に関する事項

要約中間連結財務諸表は、連結財務諸表規則第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たす

ことから、同第312条の規定によりIAS第34号に準拠して作成しております。

要約中間連結財務諸表は、連結会計年度の連結財務諸表で要求されている全ての情報が含まれていないため、前

連結会計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものであります。

本要約中間連結財務諸表は、2026年５月15日に取締役会によって承認されております。

 

(2) 測定の基礎

要約中間連結財務諸表は、公正価値で測定する金融商品等を除き取得原価を基礎として作成しております。

 
(3) 機能通貨及び表示通貨

要約中間連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円(千円単位、単位未満切捨て)で表示しております。

 
３．重要性がある会計方針

要約中間連結財務諸表において適用する重要性がある会計方針は、以下の項目を除き、前連結会計年度に係る連結

財務諸表において適用した会計方針と同一です。

なお、各中間連結会計期間の法人所得税費用は、見積年次実効税率を基に算定しております。

 
(1) 収益認識

オペレーティング・リース事業における船舶等を対象とした日本型オペレーティング・リース（以下「JOLCO」と

いう。）では、案件組成に伴い受領するアレンジメント報酬について、顧客との契約に基づく履行義務の充足（投

資家への出資持分の譲渡）に応じて、一定の期間にわたり収益を認識することとしております。なお、対価は受領

済みで、履行義務が未充足の部分については、要約中間連結財政状態計算書においてその他の流動負債（契約負

債）として計上しております。

 
(2) リース

子会社が所有する航空機のオペレーティング・リースに係るリース料収益は、リース期間にわたり定額法により

認識しております。また、リース契約締結に際して発生した初期直接コストについては、対象資産の帳簿価額に加

算し、リース期間にわたり収益に対応させる形で定額法により費用処理しております。

 
(3) 金融資産

当社グループは、保有する金融資産を以下の区分に分類しております。

①　その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産（FVTOCI）

当社グループが保有する上場株式の資本性金融資産については、FVTOCIに分類しております。当該資産は公正

価値で測定し、その変動はその他の包括利益として認識しております。

②　純損益を通じて公正価値で測定する金融資産（FVTPL）

JOLCOにおいて一時的に保有する匿名組合出資持分をその他の金融資産（商品出資金）として計上しており、

FVTPLに分類しております。当該資産は公正価値で測定し、公正価値の変動及び売却等に伴う損益は純損益として

認識しております。

 
４．重要な会計上の見積り及び判断
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当社グループは、要約中間連結財務諸表の作成において、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の報告

額に影響を及ぼす判断、会計上の見積り及び仮定を用いております。これらの見積り及び仮定は、過去の経験及び利

用可能な情報を収集し、決算日において合理的であると考えられる様々な要因等を勘案した経営者の最善の判断に基

づいております。しかしながら、その性質上、これらの見積り及び仮定に基づく数値は実際の結果と異なる可能性が

あります。

見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直しております。これらの見積りの見直しによる影響は、当該見積り

を見直した期間及び将来の期間において認識しております。

本要約中間財務諸表における重要な会計上の見積り及び仮定は、原則として前連結会計年度に係る連結財務諸表と

同様です。

 

５．未適用の公表済み基準書及び解釈指針

要約中間連結財務諸表の承認日までに新設又は改訂が行われた新基準書及び新解釈指針のうち、要約中間連結財務

諸表において当社グループが早期適用していない主なものは、以下のとおりです。新しいIFRS会計基準適用による当

社グループの連結財務諸表に与える影響は検討中であり、現時点で見積ることはできません。

基準書 基準名
発効日

(以後開始年度)
当社グループの
適用時期

新設・改訂の概要

IFRS第18号
財務諸表におけ
る表示及び開示

2027年１月１日 2028年９月期
財務諸表における表示及び開示に関する現行の
会計基準であるIAS第１号「財務諸表の表示」
を置き換える新基準

 

 

６．セグメント情報

(1) 報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっております。

当社グループは、事業内容に基づき「Ｍ＆Ａ仲介事業」、「コンサルティング事業」、「オペレーティング・

リース事業」の３つを報告セグメントとして区分して表示しております。

各報告セグメント区分の主な製品・サービス又は事業内容は、以下のとおりです。

 

区分 主な製品・サービス又は事業内容

報告セグメント

Ｍ＆Ａ仲介 Ｍ＆Ａ仲介事業

コンサルティング コンサルティング事業

オペレーティング・
リース

オペレーティング・リース事業

その他 資産運用コンサルティング事業
 

 

（報告セグメント区分の変更）

　当社グループは従来、「Ｍ＆Ａ仲介事業」及び「コンサルティング事業」の２つを報告セグメントとし、報告セグ

メントに含まれない事業セグメントであるオペレーティング・リース事業、資産運用コンサルティング事業を「その

他」の区分に表示しておりましたが、当該オペレーティング・リース事業の量的な重要性が増したことから、当中間

連結会計期間より新たに「オペレーティング・リース事業」を独立した報告セグメントとして追加いたしました。

　なお、前中間連結会計期間のセグメント情報については、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成した組替後

の数値を記載しております。
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(2) 報告セグメントの情報

報告されている事業セグメントの会計方針は、要約中間連結財務諸表作成の会計方針と概ね同一です。

当社グループの報告セグメントごとの情報は以下のとおりです。なお、報告セグメントの利益は、営業利益ベー

スの数値です。セグメント間の取引は市場実勢価格に基づいております。

 

前中間連結会計期間(自　2024年10月１日　至　2025年３月31日)

       (単位：千円)

 

報告セグメント

その他 合計
調整額
(注)１，２

連結
М＆Ａ仲介

コンサル
ティング

オペレー
ティング・
リース

計

売上収益         

顧客との契約から
生じる収益

7,095,263 563,619 － 7,658,882 － 7,658,882 － 7,658,882

その他の収益 － － － － － － － －

合計 7,095,263 563,619 － 7,658,882 － 7,658,882 － 7,658,882

外部顧客からの
売上収益

7,095,263 563,619 － 7,658,882 － 7,658,882 － 7,658,882

セグメント間の
売上収益

－ － － － － － － －

合計 7,095,263 563,619 － 7,658,882 － 7,658,882 － 7,658,882

セグメント利益
又は損失(△)

2,596,852 △120,062 △22,932 2,453,857 △32,618 2,421,239 △33,699 2,387,540

金融収益 － － － － － － － 6,588

金融費用 － － － － － － － △5,029

税引前中間利益 － － － － － － － 2,389,099

(その他の損益項
目)

        

給与及び賞与 2,200,400 289,908 2,813 2,493,122 19,254 2,512,377 387 2,512,765

減価償却費 223,810 1,910 － 225,720 1,083 226,804 1,719 228,523
 

(注) １．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去及び各報告セグメントに配分していない全社費用が含ま

れています。

２．給与及び賞与の調整額は、各報告セグメントに配分していない役員報酬であり、減価償却費の調整額は、各

報告セグメントに配分していない全社資産に係る減価償却費であります。

 

EDINET提出書類

株式会社クオンツ総研ホールディングス(E37733)

半期報告書

19/33



 

当中間連結会計期間(自　2025年10月１日　至　2026年３月31日)

       (単位：千円)

 

報告セグメント

その他 合計
調整額
(注)１，２

連結
М＆Ａ仲介

コンサル
ティング

オペレー
ティング・
リース

計

売上収益         

顧客との契約から
生じる収益

8,523,736 1,658,033 7,142 10,188,913 － 10,188,913 － 10,188,913

その他の収益 － － 107,598 107,598 － 107,598 － 107,598

合計 8,523,736 1,658,033 114,741 10,296,511 － 10,296,511 － 10,296,511

外部顧客からの
売上収益

8,523,736 1,658,033 114,741 10,296,511 － 10,296,511 － 10,296,511

セグメント間の
売上収益

－ － － － － － － －

合計 8,523,736 1,658,033 114,741 10,296,511 － 10,296,511 － 10,296,511

セグメント利益
又は損失(△)

3,348,702 △247,773 △51,139 3,049,790 △12,697 3,037,092 △13,798 3,023,294

金融収益 － － － － － － － 5,508

金融費用 － － － － － － － △32,607

税引前中間利益 － － － － － － － 2,996,195

(その他の損益項
目)

        

給与及び賞与 2,569,434 938,721 36,027 3,544,182 7,904 3,552,087 309 3,552,396

減価償却費 250,602 18,320 89,375 358,297 367 358,665 1,448 360,114
 

(注) １．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去及び各報告セグメントに配分していない全社費用が含ま

れています。

２．給与及び賞与の調整額は、各報告セグメントに配分していない役員報酬であり、減価償却費の調整額は、各

報告セグメントに配分していない全社資産に係る減価償却費であります。

 
７．有形固定資産

当中間連結会計期間において、有形固定資産が前連結会計年度末と比較して著しく増加しております。

これは主に、当社子会社において航空機１機（取得価額5,194,722千円）を取得したことによるものであります。当

該資産の取得資金については、銀行借入により充当しております。

また、当該航空機については、第三者との間でオペレーティング・リース契約を締結しており、これに伴い、当中

間連結会計期間において当該資産に係る減価償却費を計上しております。
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８．配当金

(1) 配当金の支払額

配当金の支払額は、以下のとおりです。

前中間連結会計期間(自　2024年10月１日　至　2025年３月31日)

該当事項はありません。

 
当中間連結会計期間(自　2025年10月１日　至　2026年３月31日)

決議 株式の種類 配当の原資
配当の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2025年10月30日
臨時取締役会

普通株式 利益剰余金 270,253 5 2025年９月30日 2025年12月24日
 

 
(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

前中間連結会計期間(自　2024年10月１日　至　2025年３月31日)

該当事項はありません。

 
当中間連結会計期間(自　2025年10月１日　至　2026年３月31日)

該当事項はありません。

 
９．売上収益

(1) 収益の分解

分解した売上収益とセグメントとの関連は、以下のとおりです。

前中間連結会計期間(自　2024年10月１日　至　2025年３月31日)

(単位：千円)

 
報告セグメント

その他 合計
Ｍ＆Ａ仲介 コンサルティング

オペレーティン

グ・リース
計

一時点で移転される財又は
サービス

7,095,263 － － 7,095,263 － 7,095,263

一定の期間にわたり移転さ
れる財又はサービス

－ 563,619 － 563,619 － 563,619

顧客との契約から
生じる収益

7,095,263 563,619 － 7,658,882 － 7,658,882

その他の収益 － － － － － －

外部顧客からの売上収益 7,095,263 563,619 － 7,658,882 － 7,658,882
 

 
当中間連結会計期間(自　2025年10月１日　至　2026年３月31日)

(単位：千円)

 
報告セグメント

その他 合計
Ｍ＆Ａ仲介 コンサルティング

オペレーティン

グ・リース
計

一時点で移転される財又は
サービス

8,523,736 － 7,100 8,530,836 － 8,530,836

一定の期間にわたり移転さ
れる財又はサービス

－ 1,658,033 42 1,658,076 － 1,658,076

顧客との契約から
生じる収益

8,523,736 1,658,033 7,142 10,188,913 － 10,188,913

その他の収益(注) － － 107,598 107,598 － 107,598

外部顧客からの売上収益 8,523,736 1,658,033 114,741 10,296,511 － 10,296,511
 

(注)　当中間連結会計期間における「その他の収益」には、IFRS第16号「リース」に基づき計上された航空機に係

るリース収益が含まれております。
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(2) 契約残高

顧客との契約から生じた契約残高は、以下のとおりです。

(単位：千円)

 
前連結会計年度
（2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（2026年３月31日）

売掛金 900,570 597,040

契約資産 73,247 23,621

契約負債 － 23,087
 

(注)　当中間連結会計期間において、JOLCOに係るアレンジメント報酬の受領により、前連結会計年度末に比して契

約負債が増加しております。当該契約負債は、今後の外部投資家への持分譲渡の進捗に伴い収益として認識

される予定であります。

 
10．ストラクチャード・エンティティ

当社グループは、JOLCOの遂行を目的として、複数のストラクチャード・エンティティ（SPC）を利用しておりま

す。SPCは、主に金融機関からの借入及び投資家からの出資により船舶等の資産を保有・運用することを目的として設

立されております。当社グループはSPCに対する匿名組合出資持分を一時的に保有しておりますが、実質的にこれらを

支配する者には該当しないと判定し、連結の範囲には含めておりません。

アレンジャーとして案件組成から投資家への持分譲渡に至るまでの業務を遂行する過程で、匿名組合出資を通じた

財政的関与を行っておりますが、対象となるSPCへの債務保証や、財政的支援を提供するような契約上の義務は負って

おりません。したがって、当該関与に伴う最大のリスク・エクスポージャーは、連結財政状態計算書における当該資

産・負債の帳簿価額に限定されております。

 
非連結のストラクチャード・エンティティに対して当社グループが認識している資産・負債の帳簿価額及び潜在的

な最大のリスク・エクスポージャーは以下のとおりであります。

  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(2026年３月31日)

連結財政状態計算書に計上した項目   

　その他の金融資産 － 975,869

　その他の流動負債 － 23,087

最大のリスク・エクスポージャー － 998,957
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11．１株当たり中間利益

(1) 基本的１株当たり中間利益

基本的１株当たり中間利益及びその算定上の基礎は、以下のとおりです。

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年10月１日
至　2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　2025年10月１日
至　2026年３月31日)

親会社の普通株主に帰属する中間利益   

親会社の所有者に帰属する中間利益 1,490,157 1,905,469

親会社の普通株主に帰属しない金額 － －

基本的１株当たり中間利益の計算に使用する
中間利益

1,490,157 1,905,469

   

発行済普通株式の期中平均株式数 58,510,774 54,055,221

   

基本的１株当たり中間利益 25.47 35.25
 

 

(2) 希薄化後１株当たり中間利益

希薄化後１株当たり中間利益及びその算定上の基礎は、以下のとおりです。

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年10月１日
至　2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　2025年10月１日
至　2026年３月31日)

希薄化後の普通株主に帰属する中間利益   

基本的１株当たり中間利益の計算に使用する
中間利益

1,490,157 1,905,469

中間利益調整額 － －

希薄化後１株当たり中間利益の計算に
使用する中間利益

1,490,157 1,905,469

   

発行済普通株式の期中平均株式数 58,510,774 54,055,221

希薄化性潜在的普通株式の影響:
新株予約権

1,901,644 1,181,724

希薄化効果の調整後 60,412,418 55,236,945

   

希薄化後１株当たり中間利益 24.67 34.50
 

(注)　希薄化後１株当たり中間利益の算定に用いられた希薄化効果の調整後発行済普通株式の期中平均株式数から

は、従業員等を対象とする株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式の数を控除しております。
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12．金融商品

(1) 財務上のリスク管理

当社グループは、事業活動を遂行する過程において、様々な財務上のリスク(信用リスク、流動性リスク及び市場

リスク)に晒されております。そのため、社内管理規程等に基づき、定期的に財務上のリスクのモニタリングを行

い、リスクを回避又は低減するための対応を必要に応じて実施しております。

当社グループは、投機目的でのデリバティブ取引は行っておりません。

 

①　信用リスク

営業債権及びその他の債権、差入保証金は、顧客の信用リスクに晒されております。

(a) 信用リスク管理

当社は、債権管理規程に従い、営業債権及びその他の債権、差入保証金について、財務経理部が主要な取引

先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等

による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の債権管理規程に準じて、

同様の管理を行っております。なお、当社グループは、単独の相手先又はその相手先が所属するグループにつ

いて、過度に集中した信用リスクを有しておりません。

要約中間連結財政状態計算書に表示されている金融資産の減損後の帳簿価額は、当社グループの金融資産の

信用リスクに対するエクスポージャーの最大値であります。当社グループでは、主に営業債権等の償却原価で

測定される金融資産について、回収可能性や信用リスクの著しい増加等を考慮のうえ、予想信用損失を測定

し、貸倒引当金を計上しているものの重要性はありません。

 

②　流動性リスク

(a) 資金調達に係る流動性リスクの管理

当社グループは、支払債務の履行が困難になる流動性リスクに晒されておりますが、当該リスクに関し、運

転資金の効率的な管理による資本効率の最適化、資金の集中管理等により資金管理の維持に努めております。

また、当社グループは各部署からの報告に基づき財務経理部が適時に資金繰計画を作成、更新することによ

り、手元流動性の状況を把握し、常に必要な手元資金を十分に確保しております。
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(b) 流動性リスクに関する定量的情報

金融負債の期日別残高は、以下のとおりです。

 

前連結会計年度(2025年９月30日)

 (単位：千円)

 
帳簿
価額

契約上の
キャッ
シュ・フ
ロー

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

非デリバティブ金融負債         

営業債務及びその他の
債務

426,407 426,407 426,407 － － － － －

借入金 14,535 14,694 9,316 5,377 － － － －

リース負債 703,225 715,725 487,628 142,744 76,306 6,593 2,452 －

合計 1,144,168 1,156,827 923,353 148,121 76,306 6,593 2,452 －
 

 

当中間連結会計期間(2026年３月31日)

 (単位：千円)

 
帳簿
価額

契約上の
キャッ
シュ・フ
ロー

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

非デリバティブ金融負債         

営業債務及びその他の
債務

458,573 458,573 458,573 - - - - -

借入金 6,139,029 6,167,130 3,834,365 1,335,165 997,600 - - -

リース負債 435,516 443,102 315,734 105,734 18,848 2,343 442 -

合計 7,033,120 7,068,806 4,608,673 1,440,899 1,016,448 2,343 442 -
 

 

③　市場リスク

(a) 市場リスクの管理

当社グループが晒されているリスクは、主に為替リスク、金利リスクです。これらのリスクを回避するため

に、当社グループは、一定の方針に従いリスクによる影響を低減するための管理をしています。なお、デリバ

ティブ取引は利用していません。

 
(b) 為替リスク

　為替リスク管理

当社グループは、外貨建の営業取引や金融取引を行っており、外国為替相場の変動リスクに晒されており

ます。なお、為替相場の変動が当社グループの損益に与える影響は軽微であり、当社グループにとって為替

リスクは重要ではないと判断しているため、為替リスクの感応度分析は行っておりません。

 
(c) 金利リスク

　金利リスク管理

当社グループは、運転資金及び設備投資資金の調達や短期的な余裕資金の運用において金利変動リスクの

ある金融商品を利用しております。なお、市場金利の変動が当社グループの損益に与える影響は軽微であ

り、当社グループにとって金利リスクは重要ではないと判断しているため、金利リスクの感応度分析は行っ

ておりません。
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(2)金融商品の公正価値

①　金融資産及び金融負債の公正価値と帳簿価額の比較

償却原価で測定する金融商品の帳簿価額と公正価値ヒエラルキーは以下のとおりです。

なお、帳簿価額と公正価値が近似している金融商品については、以下の表には含めておりません。

 
前連結会計年度(2025年９月30日)

(単位：千円)

 帳簿価額
公正価値
レベル１

公正価値
レベル２

公正価値
レベル３

合計

金融資産      

その他の金融資産      

償却原価で測定する金融資産      

差入保証金 685,635 ― 681,774 ― 681,774

合計 685,635 ― 681,774 ― 681,774

金融負債      

その他の金融負債      

償却原価で測定する金融負債      

長期借入金
(１年内返済予定長期借入金を含む)

14,535 ― 14,464 ― 14,464

合計 14,535 ― 14,464 ― 14,464
 

 

当中間連結会計期間(2026年３月31日)

(単位：千円)

 帳簿価額
公正価値
レベル１

公正価値
レベル２

公正価値
レベル３

合計

金融資産      

その他の金融資産      

償却原価で測定する金融資産      

差入保証金 662,524 － 652,688 － 652,688

合計 662,524 － 652,688 － 652,688

金融負債      

その他の金融負債      

償却原価で測定する金融負債      

長期借入金
(１年内返済予定長期借入金を含む)

9,945 － 9,892 － 9,892

合計 9,945 － 9,892 － 9,892
 

 

純損益を通じて公正価値で測定する金融商品の公正価値ヒエラルキーは以下のとおりです。

 
前連結会計年度(2025年９月30日)

　該当事項はありません。
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当中間連結会計期間(2026年３月31日)

(単位：千円)

 帳簿価額
公正価値
レベル１

公正価値
レベル２

公正価値
レベル３

合計

金融資産      

その他の金融資産      

純損益を通じて
公正価値で測定する金融資産

     

商品出資金 973,869 － － 973,869 973,869

合計 973,869 － － 973,869 973,869
 

 
②　公正価値の測定方法

金融商品の公正価値の測定方法は、以下のとおりです。

(ａ)現金及び現金同等物、並びに営業債権及びその他の債権

これらはすべて短期で決済されるため、公正価値は帳簿価額と近似しております。

 
(ｂ)その他の金融資産

株式のうち、活発な市場における公示価格がある場合には、当該公示価格を公正価値としており、レベル１

に分類しております。

差入保証金については、その将来キャッシュ・フローと国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗

せした利率を基に割引現在価値法により測定しており、レベル２に分類しております。

定期預金、並びに預け金については、すべて短期で決済されるものであるため、公正価値は帳簿価額と近似

しております。

商品出資金については、日本型オペレーティング・リース事業（JOLCO）の組成に際し、一時的に保有する匿

名組合出資持分であり、観察可能な市場価格が存在しないため、レベル３に分類しております。当該持分は短

期間で投資家へ譲渡される予定であり、著しい市況の変動等による公正価値への影響が生じていない限り、公

正価値は取得原価と近似しております。

 
(ｃ)営業債務及びその他の債務

これらはすべて短期で決済されるものであるため、公正価値は帳簿価額と近似しております。

 
(ｄ)長期借入金

変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映しているため、公正価値は帳簿価額と近似しております。

固定金利によるものは、元利金の合計額と、当該長期借入金(１年内返済予定長期借入金を含む)の残存期間及

び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法により測定しており、レベル２に分類しております。

 
③　公正価値で測定する金融商品のレベル別分類

金融商品の公正価値ヒエラルキーは、レベル１からレベル３までを以下のように分類しております。

レベル１：同一の資産又は負債の活発な市場における(無調整の)相場価格により測定した公正価値

レベル２：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて測定した公正価値

レベル３：重要な観察できないインプットを用いて測定した公正価値

公正価値の測定に使用される公正価値ヒエラルキーのレベルは、公正価値の測定に用いた重要なインプットの

うち、最もレベルの低いインプットに応じて決定しております。公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、各

報告期間の期末に発生したものとして認識しております。なお、前連結会計年度及び当中間連結会計期間におい

て、レベル１とレベル２の間における振替はありません。
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その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融商品の公正価値ヒエラルキーは以下のとおりです。

 
前連結会計年度(2025年９月30日)

　該当事項はありません。

 
当中間連結会計期間(2026年３月31日)

(単位：千円)

 帳簿価額
公正価値
レベル１

公正価値
レベル２

公正価値
レベル３

合計

金融資産      

その他の金融資産      

その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する金融資産

     

株式(注) 111,360 111,360 － － 111,360

合計 111,360 111,360 － － 111,360
 

(注) すべて当中間連結会計期間において新たに取得した上場株式であります。
 

④　レベル３に区分した金融商品の調整表

公正価値ヒエラルキーレベル３に区分した経常的な公正価値測定について、期首残高から期末残高への調整表

は、以下のとおりです。

  （単位：千円）

 

前連結会計年度

（自　2024年10月１日
 至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間

（自　2025年10月１日
 至　2026年３月31日）

 商品出資金 商品出資金

期首残高 － －

利益又は損失   

純損益 － －

購入 － 973,869

売却 － －

その他 － －

期末残高 － 973,869
 

(注)１.　当中間連結会計期間における「購入」は、JOLCOの組成に伴う匿名組合出資持分等の取得によるものです。

なお、当該持分の公正価値は取得原価と近似しているため、当期の利得又は損失は認識しておりません。

２．　レベル３に区分した金融商品については、適切な権限者に承認された公正価値測定の評価方針及び手続に

従い、担当部署が対象金融商品の評価方法を決定し、公正価値を測定しております。公正価値の測定結果

については適切な責任者が承認しております。

３．　レベル３に分類された金融商品について、観察可能でないインプットを合理的に考え得る代替的な仮定に

変更した場合に重要な公正価値の増減は見込まれておりません。
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13．後発事象

(自己株式の取得)

　当社は、2026年５月15日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第

156条の規定に基づき、自己株式の取得を以下のとおり決議いたしました。

 
１．自己株式の取得を行う理由

　株主還元および資本効率の向上を図ることを目的としております。現在の株価水準は当社の将来の収益性が十分

に織り込まれていないと認識しており、直近の株式市場および当社の株価動向等を総合的に勘案し、自己株式の取

得を決定いたしました。

 
２．自己株式取得に関する取締役会の決議内容

（１） 取得対象株式の種類 普通株式

（２） 取得し得る株式の総数 4,300,000株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合7.95％）

（３） 株式の取得価額の総額 3,800,000,000円（上限）

（４） 取得期間 2026年５月18日～2027年５月17日
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２ 【その他】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社クオンツ総研ホールディングス(E37733)

半期報告書

30/33



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2026年5月15日

株式会社クオンツ総研ホールディングス

　取　締　役　会　御　中

 

PwC Japan有限責任監査法人
 

　　　 東京事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 齋　　藤　　勝　　彦  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 伊　　藤　　健　　一  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社クオンツ

総研ホールディングスの2025年10月1日から2026年9月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年10月1日から

2026年3月31日まで）に係る要約中間連結財務諸表、すなわち、要約中間連結財政状態計算書、要約中間連結損益計算

書、要約中間連結包括利益計算書、要約中間連結持分変動計算書、要約中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記に

ついて期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の要約中間連結財務諸表が、「連結財務諸表の用語、様式及び作

成方法に関する規則」第312条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、株式会社クオンツ総

研ホールディングス及び連結子会社の2026年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められな

かった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に

適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の

責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

強調事項

後発事象に記載されているとおり、会社は、2026年5月15日開催の取締役会において、自己株式の取得に係る事項を決

議した。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

要約中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するこ

とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

要約中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約中間連結財務諸表を作成するこ

とが適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第1号「財務諸表の表示」第4項に基づき、継続企業に関する事項を開

示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から要約中間

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約中間連結財務諸表において、国際会計基準第1号「財務諸

表の表示」第4項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継

続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において要約中間連結財務諸表の注

記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、

要約中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中

レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・　要約中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、

並びに要約中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められない

かどうかを評価する。

・　要約中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、要約中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独

で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
 

以　　上

 
 

 

(注) 1．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

2．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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